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自民党の歴史的圧勝という結果に終わった去る
2 月の衆院選から 4 カ月が経った。自民党単独で衆
院の 3 分の 2 超の議席を占め、与党が過半数割れし
ている参院、いわゆる「ねじれ国会」で法案が否決
されても、衆院の 3 分の 2 以上の賛成で再可決でき、
自民党単独で可能だ。

この選挙結果の背景には、これまでもその傾向は
顕在化しつつあったが、明らかに質の異なる環境が
あった。とりわけ SNS の影響は決定的であり、国
政選挙における「時代の変わり目」を象徴する出来
事だといってよい。

高市政権はこの新たな情報環境を巧みに活用し、
短いフレーズや印象的なメッセージを拡散させるこ
とで支持を広げた。いわば「推し」の対象として政
治家を消費する現象が広がり、選挙のあり方そのも
のが大きく変容している。

しかし、この勝利が何を意味するのかについては、
冷静な検証が必要だ。高市首相自身は選挙後、「白
紙委任状を得たつもりは全くない」と語った。にも
かかわらず、その後の予算審議では、限られた審議
時間の中で、数の力を背景に年度内成立を強く押し
切ろうとする姿勢が目立った。

国会審議は民主主義の根幹であり、とりわけ過去
最大規模の予算であればなおさら、丁寧な検証と議
論が不可欠であるはずだ。それが十分に尽くされた
とは言い難い現実は、「数の力」に依存する政治の
危うさを示している。

この流れが続けば、今後は「国論を二分する政策」
までもが強引に進められる可能性がある。非核三原
則の見直しを含めた安全保障政策の抜本的見直しや
スパイ防止法、国旗損壊罪、さらには憲法改正など、
いずれも国の根幹に関わる重大なテーマだ。

こうした政策は、本来、幅広い国民的議論と理解
を前提に進められるべきものであり、多数を握った
からといって一気に結論を出してよいものではな
い。実際、衆院選における得票率は過半に届いてお
らず、必ずしも国民の圧倒的支持を得たとは言えな
い。この現実を踏まえれば、「数」による強行は、

民意の一部だけを切り取る行為になりかねない。
そもそも政治の役割は、国民を分断することでは

ない。対立する意見に耳を傾け、丁寧な説明と説得
を重ねながら、可能な限り広い合意を形成していく
ことにある。国論を二分する政策を拙速に進めれば、
社会の亀裂は深まり、結果として政治への信頼その
ものが損なわれる。

いま国民が求めているのは、イデオロギー的な対
立を伴う政策ではなく、日々の暮らしの改善である。
物価上昇の中で生活に余裕を失いつつある層への支
援、分配のあり方の見直し、将来への不安を和らげ
る社会保障の構築といった課題こそが、優先される
べきテーマである。経済成長の指標だけでは測れな
い「生活の実感」をどう高めるかが、いまの政治に
問われている。

そのためにも、私たちは改めて民主主義の原点に
立ち返る必要がある。多数決は重要な原則であるが、
それは熟議を経たうえでの最終的な決定手段に過ぎ
ない。議論を省略し、結果だけを急ぐ政治は、民主
主義の空洞化を招く。国会は本来、多様な民意をす
り合わせる場であり、その機能が弱まれば、政治の
正統性は揺らぐ。

同時に、野党の責任もまた重い。現状では、政権
を十分に監視し得る体制が整っているとはいい難
く、対案を示す力も不足している。内閣不信任案を
単独で提出する野党が存在しない異常な状態だ。

巨大与党に対抗するには、大きな塊をつくり単な
る批判にとどまらず、与党とは異なる社会像を語り、
現実的で説得力のある政策を提示し、国民の信頼を
回復する必要がある。緊張感ある政治体制は、野党
の力量によっても支えられるものだからだ。

自民一強、あるいは「高市一強」ともいえる現在
の政治状況は、安定と引き換えに緊張を失う危険を
はらんでいる。だからこそ、権力の行使には一層の
自制が求められ、同時にそれを監視し政権の選択肢
となる野党勢力の再建が急務となる。民主主義の質
が問われる今、与野党双方に課せられた責任は、か
つてなく重い。
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鈴鹿山麓北のマンボ

ここでの「マンボ」は、ラテン音楽の mambo のことでなく、
イランの「カナート」（qanat）に似た水利施設を指している。カナー
トは、イランから世界各地に伝わり、中央アジアから東部では、
一般的に「カレーズ」（karez）と呼ばれている。

イランの高原部や、新彊のタリム盆地では、地面の奥深くの
地盤が水を通さないために、自然に溜まった地下水が地中に
浸み込まず、長い時間、地下に留っているので、蒸発時間
も長い。そのために、地下水の塩分が多くなり、潅漑に適さ
ない。

そこで、これら地域では、古代から、山麓部で得られる良
質の水を水源とし、これを暗渠によって利水地点まで送水す
る施設として、カレーズが作られてきた。

カレーズは、短い竪坑（たてこう）と長い横坑が組み合わ
されて出来た施設である。横坑の長さは、20 ～ 30 ㎞ほどの
ものが多数ある。北アフリカのフォガラ地域のカレーズの本数
は、1965 年頃に約 1,500 本、総延長は 5,000 ㎞ほどあっ
たとの調査結果が出されている（https://www.tokyo-geo.
or.jp/technical_note/bv/No43/4.html）。この 水 利 施 設
は、イラン高原では、今でも３万本以上が稼働しており、農
村部での生活用や農業灌漑用として実際に利用され続けてい
る（https://gec.jp/gec/jp/Activities/pr/fy2010/kouza/
kouza20101120.pdf）。

なお、新疆のカレーズを発展させたのは、アヘン戦争を引き
起こし（イギリスによるアヘン密輸の取り締まりを行った）、のち
に新彊に左遷された林則徐である。

このカレーズ、つまり、日本におけるマンボが、岐阜県の西
濃地域に位置する垂井盆地には 115 本（垂井町 114 本、
関ヶ原町１本）確認されている。全マンボのうち60％が、相
川北部の岩手川と大滝川の間にあり、20％が、相川南部の
大谷川と御前谷川の間にある。短いもので 20m、長いものは
1,200mあるが、200 ～ 400m のものが全体の 70％を占めてい
る（https://gakuen.gifu-net.ed.jp/~contents/tyu_shyakai/
jinbutu/manbou/bunpu.htm）。

韓国にも地下横穴水路である「マンヌンボ」がある。これ
もカレーズの一種である（https://www.vill.minamiminowa.
lg.jp/uploaded/attachment/1271.pdf）。

方位に従ったピラミッドがエジプトやマヤ文明だけでなく、世
界各地で見られるように、カナートもそうであるという事実に、
私は興奮している。

本山　美彦（国際経済労働研究所・所長）
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本誌では、2019年以降、「産別トップに聞く」と題した特集を毎年掲載している。各産業を取り巻く状況や産別組織と
しての課題認識や展望等について広く発信することで、働く人々が今後を展望し得る一歩につなげたいという考えのも
と、継続してきた。また、主要産別組織をまとめて紹介することにより、個別の産業だけではなく、さまざまな産業から、か
つ労働者の視点によって、日本全体の課題や展望を見出すことが可能になると考えられる。さまざまな産業が誌面で結
集するということも、大きな意義があると考えている。

本企画は、①産別トップの方々からの寄稿（紙幅の都合上、主要産別のみ）、②アンケート（連合の構成組織・友好
参加組織）、③特別企画（①②とは異なる内容を企画）という３年ごとのサイクルで進めており、今年は②の年にあたる。

アンケートは、2023年以来、２回目の実施となる。本アンケートは、連合の構成組織、友好組織47組織の会長・委員長
の方々に依頼し、25名よりご回答いただいた。回答の時期は、2026年４月上旬～５月末である。

内容は以下の通りである。

また、本アンケートへのご回答者は以下の通りである（組織規模順・敬称略。組織名は略称表記とさせていただいた）。
大変ご多忙の中、ご協力を賜りました皆様に、改めてお礼申し上げます。

１. 2026年春季生活闘争
１）賃上げの結果・経過の受け止めとその評価の理由
２）企業規模間の賃金格差の是正にむけての取り組み

２. 組織拡大
１）組織拡大の実績
アプローチ１：職場で、まだ組織されていない非正規雇用などの労働者を組合員化する。
アプローチ2：労働相談などをきっかけに、新たに労働組合を結成する。
それぞれのアプローチについて、2020年10月以降の組織拡大の有無、組織数、人数

２）組織拡大に関する好事例

３. 日本における、労働力の減少・人手不足に対する見解

４. 組織トップとして大切にしていること

組織名 役　職 氏　名

UAゼンセン 会長 永島　智子　

自動車総連 会長 金子　晃浩

自治労 中央執行委員長 石上　千博

電機連合 会長 神保　政史

JAM 会長 安河内　賢弘

基幹労連 中央執行委員長 津村　正男

JP労組 中央執行委員長 安達　正美　

生保労連 中央執行委員長 堀　義行

電力総連 会長 壬生　守也

情報労連 中央執行委員長 北野　眞一

日教組 中央執行委員長 梶原　貴

ＪＥＣ連合 会長 堀谷　俊志

運輸労連 中央執行委員長 成田　幸隆

組織名 役　職 氏　名

損保労連 中央執行委員長 中野　剛

ＪＲ連合 会長 上村　良成

航空連合 会長 小林　茜

ゴム連合 中央執行委員長 萩原　一人

交通労連 中央執行委員長 織田　正弘

全電線 中央執行委員長 石橋　進一　

ＪＲ総連 執行委員長 山口　浩治

全労金 中央執行委員長 深見　正弘

森林労連 中央執行委員長 中村　恭士

全印刷 中央執行委員長 安部　正

JA連合 会長 国澤　一男

薬粧連合 会長 松尾 　仁雄

文中の表では、アンケートのご回答を紹介している。なお、匿名での掲載の希望があったところについては、組織名を「―」と表し、
順不同で掲載している。
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１）2026 春闘の評価

まずは 2026 年春季生活闘争（以下、春闘）
の方針や結果について、簡単に確認したい。
2026 春闘は、「未来づくり春闘」の４年目であ
り、賃金、経済、物価を安定した巡航軌道に乗
せることを目標の一つとして位置づけるととも
に、中長期的視点から企業の持続的成長、日本
全体の生産性向上につながる「人への投資」の
重要性を強く訴えて取り組まれた。弊誌 1156
号（2026 年 1/2 月合併号）では、連合・芳野
会長への 2026 春闘方針についてのインタビュ
ーを掲載しており、その中で、2026 春闘にお
ける３つの「こだわり」として、①５％以上の
賃上げの達成、②格差是正（賃上げについて、
中小・小規模事業者は６％以上、有期・短時間
労働者は７％という目安を目標とする）、③実
質賃金を１％上昇軌道に乗せることに言及され
ている。

次に結果については、連合の「中間まとめ」
（2026.5.28 発表）によると、全体として３年連
続で定昇込み５％台の賃上げが実現し、定昇を
除く賃上げ分は過年度物価上昇率（2.6％）を
１％弱上回った。規模別には、定昇込みの賃上
げ率は、2024、2025 春闘では、全体と比べ中
小組合の賃上げ率が 0.6 ポイントほど低かった
が、2026 春闘では 0.2 ポイント差で踏みとどま

り、また、定昇を除く賃上げ分は、中小組合（3.57
％）、中堅組合（3.68％）が全体（3.51％）を上
回っているなど、中堅・中小組合の健闘により
企業規模間の賃上げ格差拡大に歯止めがかかる
兆しがあるとしている。昨年を上回る積極的な
賃上げを要求として掲げ、粘り強い交渉を展開
した結果と評価されている（2025 要求集計：
全体 6.09％、中小 6.57％→ 2026 要求集計：全
体 5.94％、中小 6.64％）。

今回のアンケートでは、2026 春闘の評価と
その理由を尋ねている。評価については、「１. 評
価できない、２. あまり評価できない、３. やや
評価できる、４. 評価できる」の４つから選択
する形とした。各産別トップの方々からの回答
は、「３. やや評価できる」「４. 評価できる」の
いずれかであり、2026 春闘についておおむね
高く評価されているといえる（回答者のうち、
未回答は２名）。評価の理由については表１の
とおりである。

具体的に見ると、賃上げが過去最高の水準を
獲得していることや、昨年の実績を上回ること
を評価する意見が多くなっている。また、前述
の連合の「中間まとめ」でも中堅・中小労組の
健闘について言及されているが、本アンケー
トにおいても、中小労組の奮闘が確認できる

（JAM）、中小組合が大手組合を上回る要求を

1. 2026年春季生活闘争
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表１　2026 春季生活闘争の評価と理由

している（情報労連）、300 人以上では賃上げ
率が昨年比で低下しているが 300 人未満は同水
準である（JEC 連合）など、中堅・中小の取り
組みを評価する声が聞かれた。このほか、基幹

労連や生保労連では、労使で共通の認識をもっ
て取り組めたことや経営側の発想の変化にも評
価できる点として触れられている。

組織名 評　価 評価の理由

UA ゼンセン 3. やや評価できる
正社員組合員は 5％を超える賃上げができ、額では UAゼンセン結成以来最高額となった。短時
間組合員の妥結率は 6％を超え、額率ともに最高となった。しかし、中小組合の賃上げ率は上昇
しているものの実質賃金を確保する水準に到達していない。

自動車総連 4. 評価できる

今次取り組みにおいては、産業構造の変化に伴う市場競争の激化などにより経営の危機感が増し
ており、足元から先々においても、米国の関税影響、地政学リスクなどの影響による産業の不透
明感が高まっていた。その中においても現在（5/21）は、総額・賃金改善分ともに 1976 年以降
で最高水準であった昨年実績ならびに昨年同時期を上回る回答を引き出しているため。

自治労 3. やや評価できる

・�闘争の経過について、2026 春闘の要求書提出率は 53.6％にとどまり、2025 年から約５ポイン
ト低下した。闘争の出発点であり、基本的な取り組みである要求書提出ですら十分に徹底でき
なかったという現状については、深刻に受け止めなければならない。
・�要求書提出率が低下した一方で、職場点検を通じた職場実態の把握や、アンケート等による組
合員の意見・要望を踏まえた要求書作成については、2025 年よりも進展している。引き続き、
現場ニーズの把握等を定着させることで、組合の結集力を高めなければならない。
・�結果として、要求・交渉を実施した単組のうち、50 単組で賃金改善に関する前進回答を勝ち取っ
た。具体的な内容としては初任給改善や昇格運用の改善が多い。そのほか、駐車場利用に対す
る通勤手当の新設・改善、中途採用者の賃金改善などの成果が見られた。
・�自治体職場の賃上げについては、当面する人事院勧告・人事委員会勧告期の取り組み、秋の自
治体確定闘争期の取り組みが極めて重要である。今春闘の成果と課題を足掛かりに、今後の闘
争においてさらなる改善をはかっていく。
・�また、全国一般など地場中小民間労組においては、中東情勢の影響を鑑みて交渉を前倒しする
姿勢が表れている。回答・妥結水準については健闘ぶりがうかがえる状況となっている一方で、
業種間・企業規模間での交渉結果の二極化が顕著となりつつある。

電機連合 4. 評価できる

2026 年闘争は、「積極的な『人への投資』により継続的に実質賃金を向上させ、経済の好循環を
確かなものとする」ことを方針に、昨年を上回る要求額を掲げ交渉に臨んだ。その結果、多くの
組合で昨年を上回る賃上げを実現することができている。産別統一闘争としても高い相場形成と
波及効果を生み出せた点は評価できると受け止めている。また、産業別最低賃金や初任給の引き
上げも着実に前進し、電機産業全体の賃金の底上げにつながっていると考える。

JAM 4. 評価できる 過去最高の獲得額となったことに加えて、大手と中小の格差は開いたものの、分散率は減少して
おり、中小労組の奮闘が確認できるため。

基幹労連 3. やや評価できる

要求は、全体が一体感をもって取り組める水準として 15,000 円（昨年と同額）としたうえで、部門・
部会ごとの置かれた状況の違いを相互に認識し、一定の柔軟な設定を認め合うこととした。
結果、要求を大きく下回る回答とならざるを得ない組織もあった一方で、全体としては、昨年、
一昨年に引き続き、物価上昇を超える獲得額となっており、社会的要請も含めた共通の課題を労
使で認識し共有できたものと受け止めている。

生保労連 4. 評価できる

組織としての成果と課題の検討は今後行うこととなるが、各社・各組合の置かれた状況は区々で
あるものの、個別労使間で真摯な協議・交渉を積み重ね、ベースアップのみならず創意工夫をもっ
た各種回答が得られた点や、その背景として「人への投資」の重要性が一層浸透したものと認識
できる点等、評価できる点が多い春季生活改善闘争であったと受け止めている。
加えて、私の肌感覚であり恐縮であるが、ここ数年の社会全体の賃上げの流れも相俟って、総じ
て経営側の意識が「どうやって賃金を抑えるか」という発想から「どうしたら賃上げが出来るか」
という発想にシフトしてきていると感じられた点も、評価できるポイントではないかと受け止め
ている。

電力総連 4. 評価できる
これまでの妥結結果として、月例賃金の引き上げ額は 2025 春闘の妥結額を上回る水準となって
おり、継続する物価高騰の影響を踏まえつつ、「人への投資」の重要性と組合員の貢献・努力を
真摯に経営側へ訴えた成果であると評価している。
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組織名 評　価 評価の理由

情報労連 4. 評価できる

途中経過ではあるが、総体としては、要求において産別方針を踏まえた内容となっている。とり
わけ、中小組合において企業規模間格差是正の観点から、大手組合を上回る要求としている点を
評価できるとしたい。
情報労連を構成している主な業種の一つである「通信建設業」では、通信インフラ建設・保守に
おける人材確保と育成が大きな課題となる中、業界全体として、格差是正や処遇改善、働き方改
革等が進展している。これら背景は、発注元、元請け企業に対置する労使が安全労働も含め、価
格転嫁をはじめ取引適正化に対しサプライチェーン全体で取り組みを進めていくといった意識・
気運が高まっているものと認識している。
産別全体では、賃上げ結果としても産別目標とした３％（定昇除く）を超え、かつ２０２５春闘を上
回る回答を引き出している点。ただし、要求とは反して中小組合の賃上げ結果が相対的に留まっ
ており、賃上げ原資確保に向けた価格転嫁・取引適正化等に課題は残る。特に中小企業全体では、
まだまだ労務費の価格転嫁が課題と認識する。

ＪＥＣ連合 3. やや評価できる

JEC 連合としては 5/13 時点で加重平均の定昇込み賃上げが 19,623 円・5.42％と、目標ならびに
昨年の結果を下回ってはいるが、昨年の結果は一部の大手労組等が大幅な賃上げとなったことか
ら加重平均を引き上げた面もあり、今年の獲得成果としては一定程度評価できると考えている。
一方で、定昇込みの回答として、300 人以上 5.45％に対し、300 人未満が 5.00％と中小労組の結
果が伸び悩んでいるが、昨年比で見れば 300 人以上の賃上げ率は低下したのに対し、300 人未満
は同水準を維持しており個別に健闘はしている。

運輸労連 3. やや評価できる
5月 19 日現在、２４１組合が妥結。単純平均で 7,511 円（前年 546 円プラス）と企業業績が厳しい
環境下で労使が真摯に交渉した結果である。しかし、連合集計、他産別の妥結結果をみるとトラッ
ク運輸産業との格差がさらに広がり、次年度以降のさらなる引き上げが必要。

ＪＲ連合 4. 評価できる

・�ＪＲ７単組については、昨年比マイナスとなったものの、連合が示した定昇込み５％を堅持し、
連合の集計結果（第５回）と同等となっている。
・�また、グループ労組については、現在も交渉中の単組が残っているものの、４月末時点で昨年
比プラスを維持。連合が提唱した５％を堅持するとともにＪＲ７単組の集計結果を上回っている
状況である。

交通労連 3. やや評価できる 昨年実績を上回っている。

ＪＲ総連 3. やや評価できる 闘争の運動面では、産別における意思統一の内容が実現した。しかし要求に対する回答は平均し
て下回り、さらに産業間の格差も埋まっていないため、総合的には「やや評価できる」と考える。

森林労連 4. 評価できる 連合の第４回回答集計結果で、全体で５％台の水準を確保しているため。

薬粧連合 3. やや評価できる

・�厳しい業界環境の中、全体としては3年連続で同水準の賃上げとなる見込みである点は、加
盟組織の充実した労使協議の成果であると受け止めている。
・�一方で、連合の平均である5％を超える水準には到達しておらず、個別の労使協議の充実だけ
ではなく、産業環境自体の改善に取り組む必要性を実感している。
・�また、社会的に求められる継続的な賃上げを実現できている組織が多くある一方、安定的な賃
上げには至っていない組織もあり、個別でのフォローの強化が必要であると考えている。

　－ 4. 評価できる

2026 闘争は、加重平均で 2000 年代以降、最高の水準となった。この結果を踏まえれば、評価で
きるものと認識している。しかし、交渉当事者の声として「感触が掴みにくい交渉だった」「従
業員を見ているのか、社会を見ているのかがわかりにくかった」等の声も出ており、社会的な役
割発揮が進んだ一方で、交渉の進め方等に一部課題を残した。

　－ 3. やや評価できる 平均・規模別全ての比較において前年を上回る結果であったこと。一方で規模間の格差是正には
至っていないこと。

　－ 3. やや評価できる 要求通りとはいかなかったが、納得できる回答が得られた。
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２）�企業規模間の賃金格差の是正にむけての取

り組み

連合の春闘方針に戻ると、「企業規模間格差
は 2023 年より拡大に転じ、人手不足は大企業
より深刻」であると指摘されており、１）でも
触れたとおり、2026 春闘では、中小組合の賃
上げがポイントの一つといえる。そこで本アン
ケートでは、「中小組合の賃上げや、企業規模
間の賃金格差の是正にむけて、今次春闘で産別
組織として力を入れて取り組まれていること」
を聞いた（表２）。

UA ゼンセン、電機連合、基幹労連、電力総連、
薬粧連合などでは、情報共有や産別組織からの
情報提供の工夫について言及されている。要求

の水準を引き上げたという組織も複数見られ、
ＪＥＣ連合や運輸労連では、具体的な要求設定の
考え方も紹介いただいている。また、中小労組
のフォローに関する内容として、「春闘スター
トアップセミナー」の開催（情報労連）や、「追
加で中小組合向け資料を別途作成・配布する」

「２月には春闘交渉や価格転嫁に関する説明を
行う『中小応援フォーラム』を開催、４月には

『中小組合向け共闘会議』を開催」（JEC 連合）
などがある。このほか、ＵＡゼンセンでは、「物
価上昇を１％程度上回る賃金上昇」に向けた環
境整備を求める組織署名も展開されており、運
動として注目すべき取り組みと言えるだろう。

表２　中小組合の賃上げや、企業規模間の賃金格差の是正にむけて、
　　　今次春闘で産別組織として力を入れた取り組み

組織名 内　　容

UA ゼンセン

(1)�「物価上昇を1％程度上回る賃金上昇」に向けた環境整備を求める組織署名を展開し、1651 組合 (組合員 186 万 3,871
人相当 ) から集約。2月中旬、城内賃上げ環境整備担当大臣に署名簿を提出し「取適法」の周知強化による労務費
の適切な価格転嫁促進を含め、賃上げ実現に向けた環境整備を要請した。

(2)�中小組合の交渉力強化のために、個々の加盟組合の好事例、他産別の状況、行政の動き、社会情勢など闘争支援に
資する情報を発信した。また、本部、部門、支部が闘争状況について情報共有を図りつつ、個別的な支援を強化した。

(3)�労働組合全体としての交渉力を支えにするために、これまで4月以降に交渉していた中小組合に対し、できるだ
け3月内に交渉、妥結をするよう促した。

自動車総連

賃上げ原資の確保に向けた基盤整備の取り組みとして、過去から継続して価格転嫁を中心とする適正取引に関する取
り組みを自動車総連一体で推進している。また、今次春闘の賃上げ方針は「賃金改善分 12,000 円以上の実現にこだわ
る」と結果に対する意識を従来以上に高めた取り組みを展開してきた。実際の労使交渉の中においては、厳しい経営
環境を乗り越えるため、労使で健全な危機感を共有し、「人への投資」と「生産性向上」の双方の観点から議論を尽
くすことを徹底し、その末に労使の課題認識の共通化が成された結果、前述の取り組み評価に繋がる回答引き出しに
至った。

自治労

自治体の委託事業者や指定管理事業者などの賃上げ環境を整備していくため、適切な価格転嫁や取引の適正化の推進
が不可欠である。2026 春闘において、それらを昨年に引き続き重要な取り組み課題と位置付けたが、実際に要求した
単組は３割に満たなかった。あらためて考え方や必要性を単組に対して示していく必要がある。
加えて、「官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラン」に示された政府方針や地方交付税措置などを踏まえ、
発注にあたって人件費やエネルギーコスト等の最新の実勢価格を反映させるための予算確保に取り組んでいく。

電機連合

産別統一闘争を通じて、大手組合が高い相場を形成しその成果を中小組合の交渉に波及させるよう、電機連合全体で
組織内の連携や情報共有に努めた。また、中小組合へのオルグ活動を強化し、交渉力向上に向けた支援を行った。さ
らに、中小企業でも賃上げ原資を確保できるよう、産別労使交渉や政策面での働きかけを行い、価格転嫁・適正取引
に関する環境整備に努めた。

JAM 高い水準の要求を掲げたことと、担当オルグの中小労組支援活動の強化、さらにはリーディング労組が先行して高い
水準を引き出したことが結果に寄与したと考えている。

基幹労連
全体の底上げという観点からは、一体感をもって取り組める水準を示すことが中小組合の後押し（要求根拠の一つ）
になるとの判断のもとで方針を策定した。これまでと同様ではあるが、要求・交渉においては、業種ごとに部門・部
会のまとまりをもって取り組みができるよう、戦術委員会を適宜配置し情報共有に努めた。

電力総連

電力総連としては、企業規模や置かれている経営環境の違いにかかわらず、組合員の生活向上を図る観点から、従前
より賃上げに関する目標水準を掲げるとともに、最低限確保すべきミニマム水準を明確にした取り組みを進めた。
あわせて、交渉力や情報面で課題を抱えやすい中小組合に対しては、構成総連によるオルグ活動をはじめ、情報提供
や好事例の共有等を通じた交渉支援の強化に取り組んでいる。
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組織名 内　　容

情報労連

中小組合向けに春闘方針説明会や、春闘に向けた機運を醸成し、具体的要求に向けた業種毎の意見交換等を目的とす
る「春闘スタートアップセミナー」を開催した。また、地域のブロック支部で開催する加盟組合会議に中央本部役員
を派遣し、今次春闘の役割・位置づけを共有するとともに、要求の具体化に向けた事例の展開や価格転嫁・適正取引
をはじめとする取り組みの必要性への理解を深める等、指導・支援を強化した。加えて、中央本部三役が加盟組合・
会社を訪問し、交渉を前進させるべく状況の確認、激励などを行った。

日教組 地方では人事院勧告をもとに考える中小企業もあるので、８月の勧告にむけて確実に取り組んでいきたい。

ＪＥＣ連合

JEC 連合として平均所定内賃金の4%以上のベースアップ要求を掲げるとともに、JEC 連合の賃金水準を加盟組合に
示し、ミニマム水準とする第一四分位の賃金水準に到達していない組合については水準到達に必要な率を格差是正分
として上乗せするよう求めた。
各単組の交渉に当たっては、全組合の交渉状況報告をリアルタイムで配信する仕組みを構築するとともに、「共闘会議」
を4回設けて交渉状況や対応について意見交換を行ったほか、交渉時の想定Q&A集などを展開して交渉の支援を行っ
た。
それに加え、中小労組に対しては追加で中小組合向け資料を別途作成・配布するとともに、2月には春闘交渉や価格
転嫁に関する説明を行う「中小応援フォーラム」を開催、4月には「中小組合向け共闘会議」を開催した。
あわせて、取引適正化については、全組合に対し労務費を含めた価格転嫁の会社側の取組みについて、対応状況を組
合として確認することも産別方針として打ち出した。

運輸労連

2026 春季生活闘争の統一要求基準として、所定内労働時間賃金に定期昇給（相当）分の 1.5％と他産別および業界内
における格差是正分ならびにこの間の物価上昇分を勘案し、賃金改善分 5.0％を加えた 6.5％を乗じた 17,300 円中心の
賃上げ要求額とした。
大手組合の妥結以降も、中央本部、地連府県連一体となって中小組合の交渉促進・支援に取り組んできた。その結果、
現時点では 100 名未満の組合の妥結は 7,074 円と全体妥結額を大きく上回っている。

ＪＲ連合
中小組合の賃上げや規模間格差是正などは、ＪＲ連合ではグループ労組を対象として意識している。今春闘のみならず、
これまでも継続的に委託費や契約金額に関する価格転嫁の課題が多く寄せられてきたことから、ＪＲ７単組とともに価
格転嫁の要請には力を入れて取り組んでいる。

交通労連 価格転嫁、企業収益適正化

ＪＲ総連 グループ会社の労組の闘争に対して、産別内の大企業労組からの連帯・共闘をつくり上げた。その結果、中小組合と
の団結がこれまで以上に強化された。

森林労連 公務員組合員が多いため、民間組織を最大限支援し、人事院勧告に繋げていく取り組みを強化している。

薬粧連合

・�加盟組織間のよりタイムリーな情報共有のプラットフォームを構築し、情報やノウハウの水平展開を通じた底上げ
に取り組んでいる。
・�規模の大きくない組織については、産別専従者を担当として割り当て、個別でのフォローを強化している。
・�取適法の施行を踏まえ、受注者・発注者それぞれの立場であるべき対応をとることを労使で確認するように指針に
追記している。

　－ 産別内の共闘体制の構築。中小組合も含め全単組で賃金方針の観点基準を揃えたうえで、産別が単組の交渉を後押し
する体制を構築している。

　－ 産業にふさわしい賃金水準を用いて、自らのめざすべき賃金水準を掲げ要求することとした。

２. 組織拡大

組合員の数は交渉力の源泉であり、労働組合
の基盤そのものといえ、世界的にみても、組織
率が低下した国では、賃上げ率が下がり、労働
条件格差が拡大し、労働組合の政治的影響力が
弱まっているとされる1。

労働組合および組合員の状況について、概
況を確認する。「労働組合基礎調査」（2025 年、
厚生労働省）によると、前年に比べて労働組

合数は 268 組合（1.2％）の減少、労働組合員
数は１万５千人（0.2％）の増加となっている。
推定労働組合組織率は 16.0％であり、低下傾向
にある。また、パートタイム労働者の労働組合
員数（単位労働組合）は 149 万４千人であり、
前年に比べて３万１千人（2.1％）の増加、全
労働組合員数に占める割合は 15.1％で前年より
0.2 ポイント上昇している。推定組織率は 8.8％
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組織名 組織数 人数 組織名 組織数 人数
UA ゼンセン 232 135,137 ＪＥＣ連合 38 23,952
自動車総連 203 1,752 運輸労連 1 1,270
自治労 67 3,154 交通労連 2 30
電機連合 220 23,429 ＪＲ総連 2 260
JAM 18 1,256 森林労連 1 100
基幹労連 14 3,000 薬粧連合 2 400
JP 労組 44,907  　－ 3 4,000
情報労連 不明※ 6,246 　 － 2 2,979
日教組 30 500 　 － 200
※地域組織での集計のため。

表３　アプローチ①における組織化の組織数と人数 表４　アプローチ②における組織化の組織数と人数

組織名 組織数 人数 組織名 組織数 人数
UA ゼンセン 140 73,894 日教組 2 30
自動車総連 31 5,457 ＪＥＣ連合 1 33
自治労 7 220 運輸労連 2 35
電機連合 6 1,045 ＪＲ連合 1 32
JAM 4 437 交通労連 1 200
電力総連 11 871 　 － 5 10,000
情報労連 25 1,661

で、前年と同水準となっている2。
連合の運動方針において、組織拡大は重点的

な取り組みとして位置付けられており、連合で
は「組織拡大プラン 2030」を策定し、「2030 年
までに 800 万」の目標を掲げ、専任オルガナイ
ザーの配置など基盤強化に取り組んでいる。

組織拡大には、大きくは２つのアプローチが
あるとされ3、①職場でまだ組織されていない
非正規雇用などの労働者を組合員化すること、
②労働相談などをきっかけに新たに労働組合を
結成するということがある。本アンケートでは、
この２つのアプローチにわけて、2020 年以降
の取り組みをうかがった。

アプローチ①に関して、2020 年 10 月以降、
このアプローチによる組織拡大があったかどう
かを尋ねたところ、回答者 25 名のうち、「あり」
という回答は 18 名であった。具体的な組織数、
人数は表３のとおりである。

また、アプローチ②については、「あり」と
いう回答は 13 名、具体的な組織数、人数は
表４のとおりである。なお、人数は概数でご回
答いただいている場合もある。

組織拡大の好事例と思われる取り組みについ
てもあわせてうかがっている（表５）。本アン
ケートの企画に際して、弊所の会員組織（情報
公開委員会）から「具体的な事例を知りたい」
という声が挙がり、設問として反映させた。な
お、何をもって好事例とするべきかがわからな
い、選べないという理由で記載がなかった組織

もあり、表３、４で組織数や人数を紹介してい
る組織であっても、表５には掲載していないと
ころがある。

表５によると、電機連合からは２組織の事例
を挙げていただいている。地協などとの連携の
ほか、準備委員会の構成、会社や親会社労組と
の連携など、具体的なポイントが紹介されてい
る。また、「ドイツのＩＧメタルの組織拡大の１
つの特徴でもある『ベースの構築』を行い、結
成を急がずメンバーに労働組合を理解してもら
い、自分たちで物事を判断し問題解決できる力
をつけてもらうことから始めた。繰り返しメン
バーの話を聞いて、問題点、困りごと、求めて
いるものを把握し、人物像をつかんだ上で次の
ステップに行く手法を行った。」（JAM）、「結
成のみを急ぐのではなく、労組結成の趣旨や運
動の方向性を従業員と意思統一するなど、丁寧
な対応に努めること」（ＪＲ連合）のように、労
組の意義を理解し組織に力をつけることを大切
にするということをポイントとして挙げる組織
も見られた。このほか、手法に関して、情報労
連ではコールセンターという業種の特徴も背景
にあると思われるが、「LINE オープンチャッ
トの利用」などデジタル技術の活用も挙げられ
ている。組織化を進める層として、非正規雇用
者などの組織化（自動車総連）、再雇用者への
声かけ（匿名、表には非掲載）、新規採用者へ
の集中的な声かけ（森林労連）など、具体的な
層を挙げていただいた組織もある。
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組織名 業種等 内容

自動車総連 自動車製造、部品、販売 非正規雇用などの労働者の組織化にむけて、ステップアップ活動として取り組みを進
めている。①組合規約化、②労働協約化、③組合員化

電機連合（1） 電気機器、電気機器用品の
製造および販売

親会社労組によるサポート／産別本部との連携
＊�地協オルガナイザーの数年にわたる粘り強い訪問により、会社側との連携を図るこ
とが出来、従業員代表との接点構築、結成準備委員会の設立がスムーズに進んだ。
＊�親会社労組のサポートにより、組織基盤となる規約の作成、組合活動の方向性立案
などでサポートを多く得られた。
＊方向性決定後のメンバー同士の役割分担、意思決定が速かった。
＊組合結成に向けた具体的な ToDo・スケジュールの提示

電機連合（2） 電子部品製造

親会社労組によるサポート／産別本部との連携
＊親労組による準備委員会との各種調整や組合活動に関する丁寧な説明
＊�準備委員会メンバーの構成が勤続 10 年～ 15 年程度の職場リーダークラスで構成さ
れ、職場展開・加入説明会がスムーズに進んだ。
＊地協の尽力により、結成後の地域各種団体との連携がスムーズだった。
＊準備委員会メンバー相互の連携

JAM 北田金属工業所労働組合
（業種：自動車部品製造）

ドイツのＩＧメタルの組織拡大の１つの特徴でもある「ベースの構築」を行い、結成を急
がずメンバーに労働組合を理解してもらい、自分たちで物事を判断し問題解決できる
力をつけてもらうことから始めた。繰り返しメンバーの話を聞いて、問題点、困りごと、
求めているものを把握し、人物像をつかんだ上で次のステップに行く手法を行った。
組合規約や要求案についても、毎週課題を出して一人ひとりの意見を聞き形にしていった。
怒り、希望、行動というサイクルを可能するベースの構築により結成へとつながった。

JP労組

・�共済制度を入り口とした加入行動：共済のスケールメリットを活かして組合の役割や
必要性を伝え、加入につなげている。
・�職場を中心とした声掛け：役員だけでなく、職場の組合員から日常的に声掛けを行う
ことで、加入の心理的ハードルを下げている。
・�新規採用者への早期の声掛けの実施：採用直後のタイミングで本部・地本・支部が連
携し、計画的に働きかけることで加入率向上につなげている。
・�未加入者リストを活用した継続的な声掛け：対象者を明確にしたうえで、１回のみで
終わらない継続的な接触により加入へ結びつけている。

電力総連 サービス業、建設業
労働組合を結成、加入することにより、各種福祉共済制度にも加入・利用ができ、個々
人がより豊かで快適な日常生活・生涯を過ごせることにもメリットがあることを伝え
ることで組織拡大につながっている事例がある。

情報労連 コールセンター LINE オープンチャットを利用した組織化

ＪＥＣ連合 化学・セメント産業

資本関係のある企業（グループ会社）に労組を立ち上げ組織化。
資本関係のある企業（グループ会社）の労組にアプローチし組織化。
資本関係外においても事業再編等の情報収集をもとにアプローチし組織化。
加盟組合から提出いただいている組織拡大ターゲットリストを活用し、親会社組合等
と連携を取りながら組織化。（労組立ち上げも含む）

運輸労連 運輸部門 未払い残業などの問題があり、組合結成をし団体交渉を申し入れたところ、会社が真
摯に受け入れ、未払い分の精算を行い、その後は円満な労使関係が続いている。

ＪＲ連合 宿泊業・飲食サービス業、
サービス業

・�企業再編に伴う労働組合の再編において、合併時に複数労働組合が連携して対応
・�新組合結成時に、結成のみを急ぐのではなく、労組結成の趣旨や運動の方向性を従業
員と意思統一するなど、丁寧な対応に努めること

交通労連 ホームページ相談窓口への労働相談をきっかけに、様々なやり取りをする中で、産別
組織加盟の意義（意味）を理解頂き、新規加盟に繋げることができた。

ＪＲ総連 運輸業 職場での人間関係の構築、世話役活動。職場で発生した問題の本質的な原因究明と議論。

森林労連 林野労組 新規採用者に対し、４月１日～７日の間に集中的に声がけを行なう。

薬粧連合 国内大手
製薬メーカー

・�グループ会社全体で制度を統一し、一体的な運営を行うという会社の経営方針に合わ
せ、労働組合の組織体制を見直した
・その際に、グループ会社ごとで独立していた労組を統合した
・このタイミングで、組織化されていなかったグループ会社を組織化した
・�グループ会社の新たな組織化に際しては、親会社の経営・人事とグループ会社経営・
人事双方と事前に組織化の意義や必要性についてしっかりと擦り合わせを行う
・�組織化に際しては、本体労組が支援を十分に行いつつ、該当組織の立ち上げメンバー
の主体性を引き出せるような役割認識や分担を意識した

表５　組織化の好事例と思われるポイント
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少子高齢化による生産年齢人口の急激な減少
により労働力が大幅に減少し、今後、各産業で
人手不足が深刻化すると予想され、政策的にも
取り組みが始まっている。このテーマを設定し
た背景は、本アンケートの企画（情報公開委員
会）での議論において、この問題意識にはセク
ターや分野等により温度差がありそうだという
指摘があり、産別のトップの方々の見解を聞い
てみたいということに至った。

3. 日本における、労働力の減少・人手不足に対する見解

アンケートでは、労働力の減少・人手不足が
進行する時代において、とくに課題だと思われ
ることや、対策が必要だと思われる点は何かに
ついて尋ねている。なお、自組織に関わる産業
に限定すると答えづらい場合があると考えられ
ることから、日本全体のこととしてお答えいた
だいている（表６）。おもな共通点は 14 ページ
以降の通りである。

組織名 内　　　容

UA ゼンセン

（1） 職業人生長期化への対策
人手不足が深刻化するなか、人生 100 年時代を迎えており、健康で働き続けるためにも職業人生の長期化にい
かに対応するかという課題がある。具体的には、一人ひとりの労働者、組合員が生涯にわたって能力を開発、
発揮できるよう、自律的なキャリア形成を支援するとともに、生涯教育やリスキリングの仕組みを整備、強化
する必要がある。

（2） エッセンシャルワーカーの労働条件改善
社会の維持に欠かすことができないエッセンシャルワーカー、なかでも、医療・介護・障害福祉・保育分野の
人手不足は深刻である。担い手不足によって「介護難民」増加が懸念され、社会保障制度が維持困難になるリ
スクがある。特定最低賃金や労働協約の地域的拡張適用、公定価格の制度改善などを含め、あらゆる政策を動
員して、労働条件の改善、公正労働基準の確立を進める必要がある。

（3） 雇用形態間格差の解消
雇用労働者全体の約 4割を占める、いわゆる非正規雇用労働者について、正規労働者との処遇差を解消してい
くべきである。非正規雇用労働者は、賃金や教育訓練機会などの処遇が低く、離職率が高い傾向にあり、人手
不足を固定化させる一因となっている。処遇改善により、労働参加の継続、生産性向上をはかることが、企業
のみならず、日本の経済成長、経済社会の持続可能性向上につながる。

（4） 誰もが能力発揮できる環境整備
人手不足が常態化するなか、働く意欲のある人が離職せず就業継続・復職・再活躍することは、労働力確保、
さらには社会の持続可能性を支えるために重要である。具体的には、育児・介護と仕事の両立支援、治療と仕
事の両立支援や疾病などによる休業後の復職支援、障害者雇用の拡充など、多様な人材が活躍できる職場環境、
社会環境を整備する必要がある。

自動車総連

【課題】
少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少は、日本全体で慢性的な人手不足を引き起こし、介護・運輸・建設・製造・
サービス業など多くの産業で、需要があっても十分な供給ができない「供給制約」が常態化することが懸念される。
この影響は、単に事業活動の停滞にとどまらず、現場で働く労働者の負担増として直接跳ね返ってくる点が大きな
課題である。
人手不足を背景に、一人当たりの業務量増加、長時間労働、休暇取得の困難化が進めば、労働者の疲弊や健康リス
クが高まり、結果として離職を招く可能性が高い。これは「人手不足がさらなる人手不足を生む」という悪循環に
つながる。
また、熟練労働者の退職が進む中で、技能やノウハウの継承が不十分なまま業務が回されれば、品質低下や労災・
事故の増加といった安全面でのリスクも拡大する。
労働条件の悪化や職場の将来不安が放置されれば、産業全体の魅力低下にもつながり、若年層の入職が進まないと
いう構造的問題も深刻化すると考えられる。
【対策】
このような状況下、労働組合は「人を増やすこと」だけに依存せず、働き続けられる職場をどう作るかという視点
で役割を果たす必要がある。
まず、職場の業務内容を棚卸しし、不要・過剰な業務や非効率な慣行を見直すことが重要である。業務の簡素化や
標準化を進め、特定の個人に負担や責任が集中する属人的な体制を是正していくことは、労働者の安全確保と持続
的な働き方につながる。（次ページに続く）

表６　日本における、労働力の減少・人手不足に対する見解
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組織名 内　　　容

自動車総連

そのうえで、DXや AI、自動化技術の導入については、人員削減ありきではなく、労働負担の軽減と安全性向上を
目的とする活用であることを労使で確認し、定型業務や補助作業を中心に段階的に進めることが重要である。労働
組合として、導入時の教育・配置転換・技能評価の在り方についても関与していく必要がある。
さらに、女性、高齢者、外国人労働者など多様な人材が安心して働けるよう、柔軟な働き方、適正な労働時間管理、
継続的な教育訓練やリスキリングの仕組みを整えることが不可欠であり、これらは人材の定着率を高め、結果とし
て現場の安定につながる。
労働組合としては、人手不足を理由とした労働条件の後退を許さず、持続可能な産業と雇用を両立させるための交
渉・提言を行うことが、重要になると考える。

自治労 社会のインフラを支える人材の確保と近年議論の多い外国人との共生。今後の日本を考えると、外国人を排除した
社会は成り立たない。

電機連合

今後の日本経済を担う、先端分野の研究者・技術者の不足が懸念されている。また、生産現場を支える技能者の担
い手不足も深刻である。次世代人材の確保に向けて、義務教育段階から産学連携の取り組みを積極的に進め、自然
科学やものづくりに興味を持つ人材を育て、必要な技能・知識を習得できるように、義務教育修了後の教育のあり
方も見直していくことが必要である。
さらに足元では、介護・運輸・建設・地域サービスなど、生活インフラを支える分野において、人手不足が特に深
刻化している。DXや AI、ロボットの活用により従事者の負担軽減を図るとともに、賃金の改善等を通じて働きが
いを高め、「人が集まり、定着する産業構造」への転換を図ることが重要である。

JAM
地場中小企業における賃金・労働条件の向上により、都市部へ流出している人材を地方につなぎとめることが重要
である。また中小企業における DX、AX の推進は国や地方自治体、さらには労働組合が共同で支援していく仕組み
作りが求められる。

基幹労連

資源の乏しい日本の国力の維持・拡大のためには、働くことを軸とした安心社会をめざさなければならない。その
中心となるのは「人」である。しかし、その人（人口）が減少していくことが明白な今、人を補う DXや AI の利活
用は必要不可欠である。一方で、人でしか補えない技術や技能の伝承のためには、性別や国籍、障害の有無にかか
わらず働くことのできる国づくり、労働条件の向上に努め続けなければならい。とりわけ外国人から見て、安全で
安心して働ける労働環境の構築と働きたいと思える魅力ある労働条件としていくことが求められる。

JP労組 DX・AI の活用、マルチタスクによる働き方、女性や高齢者の就業、外国人労働者の受け入れ体制の整備

生保労連
課題を一点に絞ることは困難だが、長らく国民・生活者の心理に内包されている「将来不安」を払拭するためのあ
らゆる施策を講じる必要があると考える。とりわけ、社会保障制度の将来像・ビジョンを明確にし、だれもが安心
して子どもを産み、育てることのできる（だれもがそう思える）環境づくりが急務であると考える。

電力総連 限られた人財でも、安全や技術を継承し、持続可能な産業をどう維持するかが、これからの大きな課題になると思
われます。引き続き「人への投資」を行い多様な人材とともに、ＤＸ・ＡＩなどの活用が必要だと考えています。

情報労連

ＡＩ・ＤＸがさらに進展すれば、事務・定型業務・ホワイトカラーの一部は確実に雇用代替が進むが、労働力不足が解
消されるわけではなく、雇用のミスマッチを拡大することになる。この点を勘案すれば、社会の持続性を支える仕
事（医療・介護・保育、物流、交通、インフラ保守、公共サービス、教育など）、いわゆるエッセンシャルワーク
の社会的価値に見合う処遇の引き上げと働き方改革を推進することが重要。エッセンシャルワークの価値を社会全
体で再定義する必要がある。

日教組

AI や ICT の発達でホワイトカラーからブルーカラーへの労働移動が当たり前になっていくと言われている。そこで
教育・進学の在り方も普通科志向から、工業科や農業科へすすんで、技術を身に付けることで自己肯定感を高める
ことを、よりすすめていく必要がある。そんな社会にしていくためには、中学生や保護者の意識変革が必要で、そ
れは学校だけではできず、連合や経済界から発信し、社会全体で考えていく事が必要になるのではないか。
また、労働移動に際して、社会人が再度教育機関で学び直すことが当たり前になる社会の構築が必要だと考える。

ＪＥＣ連合

人手不足社会の到来は待ったなしであり、速やかな DX化・AI 化による業務の効率化や教育投資の拡充を実施し生
産性の向上を行うとともに、働く者の定着・確保・拡大が求められる。
そのためには、適正な取引による働きの価値に見合った賃金水準の実現や、長時間労働をはじめとする労働条件の
引き上げや安全衛生の確保を行うことで労働参加を拡充し、育児・介護や本人の疾病・障がい、高齢であってもこ
れまでに得たスキルを社会に還元できる仕組みをより充実させることが必要である。
同時に、外国人材の活用についても単なる「労働力」ではなく「同じ職場でともに働く仲間」として、また出身国
に戻り活躍できる人材を育成するという原点に立ち返りながら、日本の共生社会を実現していくことも重要と考え
る。
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組織名 内　　　容

運輸労連

介護、運輸など恒常的な労働力不足の業界でいえる要因は、他産業と比較して低賃金・長時間労働といえる。直近
の対応としては、適正取引・適正料金収受の取り組みを強化し、労働者にしっかり配分されることが重要。
中・長期的には、ＡＩを活用が重要となるが、あくまでも人が主役であることを念頭におき、ＡI といかにして共存し
ていくか、それぞれの産業で知恵を絞っていくことである。

ＪＲ連合

安全の確立を大前提に、コミュニケーションの充実・強化による組織力・チーム力の強化、健康増進を意識した職
場環境整備、あらゆるハラスメントの根絶、外国人や障がい者など多様な人財の育成と定着、育児・介護・病気な
ど多様な事情を抱える人財が働き続けられる環境の整備、ＤＸ推進による危険作業の撲滅時間外労働の縮減忌避され
る勤務（深夜業）の縮減など。

交通労連 人材確保、特定の産業に偏る事なく全産業で人手不足の解消。

ＪＲ総連 業種の中における人的配置の選択と集中。特に安全にかかわる分野へは集中すべき。

森林労連 DX・AI を活用するとともに、公共サービスを充実させるため、賃上げなど労働条件を改善して働きやすい職場を作
ることが重要。

全印刷
①高齢者、女性の多様な人材の就業促進
②賃上げと働き方改革
このことは政府・企業が一体となって人材確保対策や働き方改革を推進する必要があるのではないか

薬粧連合

・労働者の総数が減少する中で、人材育成に一層注力し、人材の力のさらなる向上に取り組む必要がある
・�可能な限り、デジタル活用やオートメーション化を推進し、人にしかできない仕事に労働者が専念できる環境を
整えることが求められる
・�少しでも多くの方が働き続けたいと思い、働き続けられるようにするために、さらなる労働条件（賃金、福利厚生等）
の改善と、就労環境（在宅、リモートワーク、柔軟な勤務制度、両立支援制度等）の整備が重要となる
・�人口減少に伴い、地方創生の取り組みは重要となる。地方を活性化するための産業として、介護を含む社会保障
は一つの軸になり得ると考えている。

　－ DX・AI を活用し自動化等を図るとともに、外国人材育成就労制度や特定技能 1号に認められた人材を積極採用し増
強していく

　－ 「人材の確保・育成・定着」のための「継続的な人への投資」と、広い視野での協業・共創による生産性の向上

　－ 女性や高年齢者が製造現場でも働けるよう重量物取り扱い作業の改善

　－ シニア層の活躍の定着。そのための処遇引き上げ、人事制度の見直し。また AI など新技術の活用に向けた労働者全
体的なデジタルリテラシーの向上

　－ 深刻な人手不足が現場を圧迫している。計画的な増員と業務効率化、柔軟な勤務制度を進め、誰もが安心して働け
る環境を確実に整えることが重要。

　－ 中高齢者のリスキリングや活躍、労働時間が評価される仕組みから生産性・効率化等が評価される仕組みへの転換、
企業の枠を越えたワークシェアリングの仕組みづくり

（１）DX や AI、自動化技術などの利活用

産業によらず、人手不足への対策や業務効率
化、生産性の向上、現場の労働負担軽減や安全
性の確保を目的として、「DX」や「AI」、「自
動化技術」等を積極的に導入・活用していくべ
きであるという意見が多く見られる。

（２）賃金の改善、労働条件の向上

労働者の定着や労働参加を拡充するために、
「賃金の改善（賃上げ）」や「労働条件の向上・
引き上げ」、「働き方改革（長時間労働の縮減や
柔軟な勤務制度など）」を進めることが重要で

あるという指摘が多く見られる。

（３）�多様な人材（女性、高齢者、外国人、障

害者など）の活躍と環境整備

労働力人口が減少するなか、働く意欲のある
人が安心して働き続けられるよう、「女性」「高
齢者（シニア層）」、「外国人（労働者）」、「障が
い者」など多様な人材（財）の就業を促進する
とともに、「育児・介護と仕事の両立支援」を
含めた職場環境・社会環境・就労環境を整備す
る必要性も広く主張されている。
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（４）�人材育成、リスキリング・人への投資の

強化

一人ひとりの労働者が能力を発揮し、自律的
なキャリア形成を進められるよう、「リスキリ

4. 組織トップとして大切にしていること

ング」や「生涯教育」、「教育訓練」、「学び直し」
の仕組みを整え、「人への投資」や「人材育成」
に注力していくことが重視されている。

最後に、労働運動を推進していくにあたり、
産別組織トップとして大切にしていることをう
かがっている（表７）。どのような観点かは限
定せず、自由にご回答いただいた。

まず、多くの回答に共通で見られることは、
現場・職場が原点であることを改めて重視する、

常に組合員に寄り添うという姿勢が挙げられ
る。関連して、「対話」を重視することも多く
の方から言及されていた。組織拡大・組織強化

についても、多くの方が挙げており、JAM か
らは「組織拡大に取り組まない組織が組織強化
に取り組むことができるとは思わない。二兎を

しっかりと追いかけていきたい。」という意見
が聞かれた。さらに、組合員の価値観の多様化
等をふまえ、運動のアップデートおよび創造へ
の言及も見られる。「変えるべきことは変える」

（匿名）、「できるだけ多くの働く仲間が参画で
きるよう、労働運動を今の事態に適した形でア
ップデートすることが重要」（薬粧連合）とい
った内容に加え、電機連合からは「時代の転換
期に、従来のやり方に捉われない新しい行動様
式を創造＝作り上げていくこと。」という回答
があった。

組織名 内　　　容

UA ゼンセン

「足は職場に、胸には祖国を、眼は世界に」（宇佐美忠信元ゼンセン同盟会長）
「志は高く、目線は低く」（山田精吾元連合事務局長）
つねに現場の組合員に寄り添いながら、同時にその生活を守るために国のあり方やグローバルな情勢にも目を向ける。
世界が不安定化し、国際労働運動の意義が再認識される局面にあって、改めてこの言葉を心に刻みたい。

自動車総連
・運動を支えてくれている仲間達への感謝の気持ち 
・運動推進にあたりコミュニケーションを重ねお互いを理解し合うこと
・課題解決、働く者にとってのメリットを提供し続けるためのチームワークと実行力

自治労 次世代の土台を作ること。
電機連合 時代の転換期に、従来のやり方に捉われない新しい行動様式を創造＝作り上げていくこと。

JAM 今期運動方針の最大の課題は組織強化・拡大である。組織拡大に取り組まない組織が組織強化に取り組むことができ
るとは思わない。二兎をしっかりと追いかけていきたい。

基幹労連

ナショナルセンターである連合、産業別労働組合である基幹労連、そこに集う加盟組合は、目的は同じでもそれを実
現するための役割は、それぞれの持場・立場で違う。このことを意識したうえで、加盟組合から求められる活動への
対応は勿論のこと、産業別労働組合だからこそできること、やるべきことをしっかりと活動に落とし込み、取り組み
を推進していかなければならいと考えている。
これからも人を中心とする職場を原点とした取り組みを推進し、「頼れる産別」「誇れる産別」となれるよう努めていく。

JP労組 ユニバーサルサービスを中心とする仕事に誇りを持ち、組合員一人ひとりが自身の人生設計を描くことができるよう、
組織風土をつくる。

生保労連

私自身、長い間営業に携わってきたこともあり、常に対話を重視してきた。時代が変わりコミュニケーションの方法
は多様化しているが、「対話」そのものの重要性はいささかも変わらないどころか、社会が複雑化・多様化している
中にあっては、むしろその重要性が増しているものと実感している。運動を進めていくにあたり、この「対話」を重
視しつつ、組織内外を問わずあらゆる方々との対話を重ねつつ、生保労連の中期ビジョンである「組合員や社会から
信頼・共感を得られる運動」を推進していきたい。

表７　組織トップとして大切にしていること
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組織名 内　　　容

電力総連

「仲間の命と生活、そして産業の未来を守るために、現場に根差した組織力を強化し続けること」を何より大切にし
ている。
そのため、労働安全や組織拡大、エネルギー政策への対応を一体的に進め、働く者の連帯を基盤として社会的責任を
果たしていくことを運動の根幹としている。

情報労連

組織にとって、Mission（使命・存在意義）、Vision（めざすべき具体的な将来像）が重要であり、また、そのMission、
Vision を果たすためには、Passion（パッション：熱意）をもった取り組みが必要だと思っている。そのうえで、社会
の不条理に対峙し、社会的価値ある労働運動を進めていくことが中間組織と言われる労働組合の役割・責任と感じて
いる。

日教組 組合員のニーズを掴み、それを政治において法改正・条例改正や予算獲得につなげて、成果を出し、いかに組合員に
還元できるかが重要。その成果を広報で広めて組織拡大をはかっていきたいと思っている。

JＥＣ連合

加盟組合に「産別に加盟して良かった」と思ってもらえない限り、一枚岩となって各種運動の推進を強力に進めるこ
とはできない。
そのためには組織力の強化が必要であり、充実したサービスを提供するには加盟組合のあらゆる相談等に対応できる
優秀なスタッフはもとより、労働運動の現場を熟知した人材も必要。
リーダーとして何をしようとしているのかを簡潔に・分かりやすく・繰り返し伝えるとともに、時間の許す限り多く
の加盟組合や組合員との対話の機会をつくるなど自ら率先して行動する。
そして、その取り組みの成果が伝わるよう（見える化）、様々な形で発信をしていくよう心掛けている。

運輸労連

運輸労連の中央執行委員長として 3年となるが、就任挨拶で「オルグ等で役員が組合員に、方針を伝えているのに理
解してもらえないということを聞いていたので、『伝えること』と『伝わること』の違いを改めて考えてほしい」と
申しあげた。
現場が主役であることを常に意識して、「伝わる運動」を心がけている。

JＲ連合

・�運動の基礎として、何よりも安全確立を優先すること、そしてそのためにも働く者が安全・安心に働くことのでき
る環境を作る。
・「いい労働組合がいい会社を創る」との信念のもと、JＲ産業の発展を通じ、組合員とその家族の幸せを築く。
・次代への運動継承と男女平等・ジェンダー平等推進の取組みを強化する。

交通労連 組合員さん（加盟組合）の気持ちに寄り添い、課題解決すること。
JＲ総連 現場で発生している事象を正しく把握すること。組合員と現場で討論すること。
森林労連 職場における課題を丁寧に集約して、課題の改善に向けて取り組むこと。

全印刷
時代と環境の変化に対応しながら「組合員の雇用を確保し、労働条件維持向上、組織強化」を変わらずに目指し、「労
働組合があって良かった」と実感できる取り組みと、「人とのつながり」を大切にしながら、活動を強化していくこ
とが必要と考えている。

薬粧連合

・できるだけ多くの働く仲間が活動に参画している状態を目指している。
・そのために、労働運動を今の時代に適した形でアップデートすることが重要である。
・�価値観が多様化する中、様々な視点・切り口での活動を展開し、すべての人が何かしらの形で活動に参画できるよ
うにしていきたい。
・�すべてにおいて「楽しくあること」を大切にしている。業務外での活動は楽しくないと誰も巻き込まれない。推進
しているメンバー自身も楽しめることを重視していきたい。

　－ 「職場原点」「対話」「イメージチェンジ」
　－ 安全と健康をベースに、豊かな生活の実現を目指して活動をしている、ということ。

　－
労働組合という組織の見られ方（組合員からの見られ方だけでなく、家族や社会全体から）には気をつけている。また、
先を見る力を養うことを意識している。そうしたことを踏まえて、大切にしていることは「人のいのち」（※平和な社会、
心身ともに健康で過ごせる職場）である。

　－ 現場の声を聴き、方向性を示し、仲間と対話する。この三つが組織の信頼を築き、組織を強化し、労働運動を前に進
める力となると思っている。

　－

産別内の単組役員、組合員との対話。世の中の情勢が大きく変化する中において、産別内の組合員の抱える課題や価
値観も多様化している。この多様化や変化を機微に捉えるためには単組との対話の機会を確保することは不可欠であ
る。産別運動をより実効性あるものとするためにトップ自らがその変化を的確に捉える必要があることと、その行動
を示すことが組合員の産別運動に対する信頼感やリスペクトに繋がると考える。

　－ まずは傾聴と、変えることができないことは継承しつつ、変えるべきことは変える。

1 首藤若菜「組織拡大の現状と課題」（連合総研・連合「労働組合の未来」研究会 報告書、2024.6）
2  中村天江ほか「なぜ労働組合の組織率は政府統計では低下し，個人調査では上昇しているのか？」（財務省財務総

合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」令和７年第３号（通巻第 161 号）2025 年 12 月）では、労働組合基礎
調査では組織率が低下しているにもかかわらず、個人調査では組合加入率（組織率）が上昇し、両者の水準とト
レンドが乖離していることを指摘し、その要因を探索している。本特集においてはこの点は割愛している。

3 首藤若菜氏へのインタビュー「詳しく聞いてみた！なぜ、「組織拡大」が必要なの？
どうすれば、仲間が増えるの？」より（https://www.jtuc-rengo.or.jp/rengo_online/2024/06/20/3495/）

注釈
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政府の「労働時間規制の緩和の検討」をめぐって、自
民党が、労働基準監督署の指導の運用を見直すよう提
言をまとめる方針を固めた。企業の人手不足などを背景
に、月45時間を超えても時間外労働がしやすくなるよう、労
基署が企業などを支援する役割を求めている（朝日新聞
2026年4月9日）。高市政権が残業規制を緩和して、もっと
働けるようにする改革を目指していることが背景にある。こ
れに対しては賛否が分かれている。

働き方改革後の働き方
半沢二喜（日本経済新聞 論説委員）「働き方改革に

昭和の影　トップと現場、すれ違う不満」（『日本経済新
聞：中外時評』2026年4月7日）は、労働時間を増やした
いという働き手は少数派であり、残業規制ではなく追加的
な労働を自社のために引き受けてくれない状況に問題の
根幹があるとする。つまり、副業をするよりも有利な割増賃
金率を上げればよく、労働時間でなく成果そのものを公正
に評価する仕組みがないと指摘する。

労働時間規制の緩和の効果
河田 皓史（みずほ総合研究所　チーフグローバルエ

コノミスト）「高市首相が指示した「労働時間規制の緩
和」検討、経済の底上げ効果は限定的…結局は賃上げ
と生産性向上が欠かせない」（『JB press』2026年3
月18日）は、経済成長率を労働時間、就業者数、労働生
産性に分解する成長会計の枠組みを用いて、経済成長
率の低下が労働時間の低下で説明できそうに見える。し
かし、労働時間の減少の主因は残業削減ではなく、労働
時間をさらに延ばすことには限界があり、労働生産性の上
昇が必要であるとする。

休み方について
船見敏子（メンタルヘルス・コンサルタント）「日本の総労

働時間が激減しているのに「疲れが取れない」「職場が
幸せになってない」深刻なワケ」（『ダイアモンド オン

ライン』2026年2月19日）は、業務量が変わらないまま
の残業制限がリーダーの長時間労働を招き、日本の低生
産性とメンタルヘルス不調者が増える背景にあるとする。
発想を転換し、仕事の質を上げるために、休暇を戦略とし
て位置付けるという考え方を提示する。

同様に、星歩（OECD職員）「10時出社→昼休み2時
間→コーヒーブレイク→18時退社…日本人が知ら
ない｢成果を出し続ける世界の休み方｣（『President 
Online』2026年4月5日）は、OECDでの勤務経験を通
じて、休むことは次の成果を出すための準備であること、
将来への投資の時間を確保することの必要性を強調す
る。

管理職の残業
濱口桂一郎（労働政策研究・研修機構労働政策研

究所長）「管理職ツラすぎるだろ…働き方改革の「生
けにえ」になった課長たちのブラック労働残酷物語」

（『President Online』2026年3月17日）は、働き方改
革によって労働時間の上限規制を導入することで、労働
環境が良くなったとする。一方、管理職が部下の残業削
減の穴埋め仕事を行うことで負担が高まっているとする。

まとめ
日本の労働法は１日8時間、週40時間を原則としており、

時間外労働を行わせるには36協定を締結、割増賃金を
支払うことだけでなく、働き方改革によって労働時間の上
限規制も設定された。労働時間の規制を緩和する方法と
して、裁量労働制などがあるが、高市政権では人手不足
などを理由にして、さらなる労働時間の規制緩和を目指し
ている。

しかし、残業規制の緩和が経済成長をもたらす効果は
小さく、メンタルヘルスの問題が増えているだけでなく、そも
そも大多数の従業員が労働時間を増やしたくないと考え
ており、副業以上の賃金を支払うことができない企業の生
産性の低さが問題である。生産性の低さの一因としては、
従業員が適切に休み、将来の投資が行えない仕事環境
に目を向けるべきである。

一方、働き方改革によって、残業規制の例外とされる管
理監督者の負担の増加にも注目すべきである。管理監督
者は裁量権があるので、残業規制は仕事の裁量を逆に
制限するとして、規制の範囲外とされる。しかし、実際は仕
事の裁量がなく、部下の残業規制によって生じる業務負
担を上司が負うことで、業務負担が過多となっている点が
問題であり、管理監督者の範囲を制限するというのが望ま
しい改革であろう。

松浦　司（まつうら　つかさ・応用経済学）



Discover　―地方連合会の連帯活動
連載・インタビュー

− 18 −

第 17 回：連合愛知（日本労働組合総連合会愛知県連合会）

「地域への貢献」を大切に、共感を得る新たな取り組みを加速
―県内 2 か所目となる「ここあファーム」の開園、

11 地域協議会の取り組み、児童養護施設の子どもたちへの支援

連合愛知　事務局長　　　中島　裕子　氏

連合愛知　社会運動局長　清水　隆史　氏

１．社会貢献活動の方針とその背景
―�連合愛知の社会貢献活動について、これまで

の取り組みの歴史や、方針についてお聞かせ

ください。

連合愛知は組合員数 56 万人と連合東京に次

いで規模が大きく、自動車をはじめとしたもの

づくり産業が多いことが特徴です。スケールメ

リットと製造業の組合における活発な職場活動

という強みを生かし、「持ち寄る、集める」社

会貢献活動を得意としてきました。結成以来行

っているのが「連合愛知助け合い運動」1 です。

組合員に一人あたり 100 円以上の任意寄付を募

り、愛知県共同募金会を通じて毎年、児童養護

施設を巣立つ子どもたちに 1 人 10 万円を支度

金としてお渡ししているほか、障がい者施設や

子ども食堂などに寄付しています。年間 3,700

万円程、34 年間の活動を通じて 12 億 6,000 万

円を超える募金が愛知県下の福祉の支えとなっ

てきました。また、書き損じはがきを集めて新

興国の子どもたちの学びを支援する「世界寺子

屋運動 書き損じはがきキャンペーン」や食品

を持ち寄るフードドライブ活動も 2018 年から

継続して行っています。

結成 30 周年を機に、働く人のみならず「地

域への貢献」という観点を重視し、社会の役に

立つ取り組みに力を入れていくことを連合愛知

の方針として掲げました。そうして 2019 年か

ら始まったのが「ここあファーム」の取り組み

です。「ここあファーム」は連合愛知が運営す

る農園で、田植えや芋ほりなど、子どもたちの

食育につながる農業体験を行うほか、収穫した

米や野菜はすべてフードバンクに寄付をしてい

ます。また農作業は、障がい者の方々にお手伝

いをいただき、就労支援につなげています

2024 年には、県内 2 か所目となる「ここあ

ファーム Hazu」を西尾市に開園しました 2。

農業体験、フードバンクへの寄付、障がい者の

方の就労支援という３つの取り組みは同様に行

いながら、過疎化が進む地域性を踏まえて地域

活性化にも取り組んでいます。

そのほか、2025 年からは、「地域に根ざした

顔の見える運動」の具現化として、11 か所の地

域協議会において新しい社会貢献活動をスター

トしました。中学校体育館のドア塗装や、組合
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員から絵本を集めて必要な方に寄付をしたり、

子ども食堂に来る子どもたちに夏休みの思い出

づくりのお手伝いをしたり、不登校の子どもた

ちへの社会勉強支援など、それぞれが地域の課

題を把握して、特色ある活動を行っています。

―�これまでの連合愛知さんの社会貢献活動が、

県の福祉を支えてきたということがよくわか

りました。また、近年では「地域への貢献」「地

域に根差した顔の見える運動」など、新しい

社会貢献活動もスタートされたとのこと。社

会貢献活動に取り組むうえで、大切にされて

いる思いについて、お聞かせください。

労働組合の役割は「困っている人を助けるこ

と」です。他方で、労働組合の取り組みが人び

との共感を得られなければ、私たちの仲間にな

りたい、協力をしたいと思ってはもらえません。

そのため、連合愛知が社会貢献活動を通じて働

く人や地域から共感を得られる取り組みを行っ

ていくことで連合愛知の存在価値が高まり、ひ

いては労働組合の地位向上へとつながり、労働

組合をつくりたい、連合の賃上げや働き方改革

の取り組みに対する理解が進み、働きやすい職

場づくりにつながるものと考えます。「連合っ

ていい組織だね。仲間になって一緒にやりたい

ね」と思ってもらえるように、私たち地方連合

会としても、また連合全体としても、共感を得

られる取り組みを行っていくことが重要だと考

えています。

社会貢献活動に取り組みながら、「誰のため

に、何のためにやるのか」ということをたびた

び考えさせられました。私たちの活動は働く人

や地域の役に立ち、共感が得られているのか・・・

常に問いながらブラッシュアップしていくこと

が非常に大切だと思っています。

２．�地域協議会による取り組み―地域の「声」
を聴き、課題に向き合う

―�11地域協議会による新しい社会貢献活動に

ついて、お聞かせください。

これまでも地協では清掃活動や交通安全活動

などに取り組んできましたが、より地域の共感

を得ることを目的に、地域の課題を地協自ら見

つけて新たな活動に取り組んでいます。まず「地

域にはどのような課題があるのか」を探るとこ

ろから始め、試行錯誤しながら、実践につなげ

てきました。具体的な事例をご紹介します。

◆三河中地協
「2025 夏 みんなで遊ぼう！キラキラ夏休み」

地域の子ども食堂にヒアリングを行い、「子

どもたちが夏休みの絵日記を描けるような思い

出を作ってほしい」という要望を受けとめた三

河中地協。夏休みの一日に、加盟組合の工場見

学とビオトープ（環境保護）活動としてのザリ

ガニ釣り、その後にみんなで鮎つかみとバーベ

キューを実施しました。今回の要望は、連携し

ている政策推進議員を通じて、子ども食堂を運

営する社会福祉法人につながったことで見えて

きた課題とのこと。実際に会って話を聴くこと

で、親が仕事で忙しい、あるいは貧困により出

インタビューにご対応いただいた、中島氏（右）、
清水氏（左）。イベント等に参加した子どもたちか
ら連合愛知に届いた手紙も見せていただいた。
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かけられない子どもたちにとって、夏休みの思

い出作りと働く大人の姿を見せる機会の意義を

痛感し、イベントの実施に至ったそうです。地

協としては、自分たちで地域の課題を見つけ、

その声に対して加盟組合と企業の理解を得て一

緒に実現しようとしたこと、そして地域の人び

との困りごとを肌で感じられたことがとても良

かったとのことでした。

◆三河西地協
「不登校の子どもたちへの支援」

市議を通じてキャッチした地域の課題を活動

につなげたのが、三河西地協です。不登校の子

どもたちが社会に出るきっかけを作りたいとい

うニーズを受けて、地域のお祭りで使われる「竹

あかり」を作る作業を子どもたちと一緒に行い、

会場の設営も一緒に行いました。「不登校にな

った子どもたちにいろんな経験をさせてあげた

い」という声を受けての活動でした。今後は子

どもを中心とした他のニーズを探っていくこと

を予定しているとのことです。

◆知多地協
「海から学ぶ！水産業と観光業の魅力体験」

地域活性化の観点で課題に取り組んだのが、

知多地域協議会です。海の多い知多エリアにお

いて、地域の魅力がなかなか伝わらず、人口減

少と観光低迷に面しているという課題を、南知

多町との意見交換を通じて見出しました。そこ

で、海の恵みの大切さを学び地域活性化への意

識を持ってもらおうと、組合員を対象として、

ビーチクリーン活動や地引網体験、一緒に食事

をしたり干物作りを体験したりする企画を実施

しました。今後も地域の人々へのヒアリングに

重きを置いて、社会貢献活動に取り組んでいく

とのことです。

他にも、学校の部活動の指導者を組合員から

募集する取り組み（尾張東地協「部活動支援」）

や、ボロボロだった中学校体育館のドアをペン

キで塗りかえ、子どもたちが安心して学べる環

境づくり（尾張南地協「体育館ドアぴかぴか活

動」）、組合員から使わない絵本を集めて子育て

施設や駅の待合室など地域の各所に絵本を配る

活動（豊橋地協「絵本で応援！子育てしやすい

まちづくり」）などが実施されています。

地協が社会貢献活動に主体的に取り組むこと

の意義は、地域でなかなか手が差し伸べられな

い人びとに細やかに寄り添っていけることで

す。地域の課題に地協が取り組むことで、より

小さな声に耳をすますことができますし、各地

域内での他組織・団体との連携促進にもつなが

っていくと良いと思います。また、地協の活動

は、より多くの組合役員や組合員が参加できる

ので、地域が抱える課題に直接触れ、地域での

助け合いの気持ちや地域への愛情を育む機会に

もなり、連合愛知としての社会貢献の取り組み

が広く組織内の理解にもつながるようにも感じ

ます。地域の課題を地域で見つけて取り組んで

いくこの一連のプロセスが、これからもっと定

着するよう取り組んでまいります。

―�地域の課題を地協自らキャッチし、課題を

ふまえた活動を組合員や地域を巻き込んで

展開されているのが素晴らしいと思いまし

た。地協の活動の活性化に難しさを感じて

いる地方連合会の声も耳にしますが、連合

愛知さんではいかがでしょうか。

各地協の事務局長は専従で、こうした専従体

制があるからこそ、より有意義で地域に役立つ

活動を充実することができていると思います。

地協活動に対して加盟組合からの理解・協力が
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得られて、活動が活性化することによって一体

感につながっていく、その 11 の地域協議会が

重なることで、連合愛知は強い組織になれると

思っています。地協こそが連合愛知の現場だと

私は事務局長の皆さんと話すことがあります。

各地協の事務局長を中心に、共感を生んで「一

緒にやろう」という意識を作ること、そして仲

間づくりに日々努めていただいています。そう

した取り組みは、政策実現の取り組みにも活き

てきますし、よりよい地域づくりにつなげるこ

ともできます。

地道に社会貢献を続けていく一方で、社会の

共感につなげるために、SNS やホームページ

による情報発信の強化や、マスコミ対応を強化

したりもしています。社会貢献活動をメディア

に取り上げていただく機会も増えました。

連合愛知の取り組みを通じて地域の役に立

ち、「ありがとう」の声を直接聞かせてもらえる。

私自身、連合愛知で仕事をさせていただいて良

かった、ありがたいことだと思っています。

３．児童養護施設の子どもたちへの支援
―�子どもたちの成長にあわせ、連合愛知

と関わる機会をつくる
―�児童養護施設の子どもたちへの支援にも力

を入れておられるのですね。

これまで、「連合愛知助け合い運動」で集ま

った募金から、高校を卒業して児童養護施設

を巣立つ子どもたちに、一人当たり 10 万円の

支度金を毎年約 140 人にお渡しする活動を長年

にわたり行ってきました。一方で、施設を巣立

つ子どもたちが困っているのはお金だけではな

く、社会に出てから相談できる大人がいないこ

とだそうです。そのため、仕事をやめて貧困に

陥ってしまうことがあるとのことでした。私た

ちは困ったときの相談先として連合愛知の労働

相談ダイヤルの番号を添えていますが、連合愛

知をよく知らないのに子どもたちが頼ってくれ

るはずもありません。

この課題に対して私たちにできることを検討

した結果、ライフステージにあわせて連合愛知

と関わる機会をつくり、困った時に連合愛知を

思い出してもらえる存在になろうと考えまし

た。

まずは、小学生以下の子どもたちを対象に「こ

こあファーム」に招待し、農業体験やバーベキ

ュー、潮干狩りなどを一緒に楽しむ機会をつく

りました。子どもたちから届いたお礼状を読み

ながら、思い出の中に連合愛知がほんの少しあ

って、「楽しかった、また行きたい」という言

葉が嬉しくて、少しずつでも関係がつくられて

いくといいなと感じました。また、中高生の子

どもたちを対象に、様々な大人と接する機会を

増やす目的で、メーデーの運営に一緒に携わっ

てもらいました。当日の受付や出店での接客に

組合の担当者と一緒に取り組んでもらいます。

連合愛知のみならず、地協のメーデーでも地域

の施設の子どもたちに参加してもらい、終わっ

た後にはみんなでご飯を食べて、ふれあいの時

間を設けました。

もう一つ重要だと考えて取り組んだのが、職

業体験です。親が働く姿を見て学ぶ機会がない

児童養護施設の子どもたちにとって、将来なり

たいもの、やりたい職業のイメージを持てるよ

うな機会を作ることにしました。実際に作業を

したり、身近に感じられるような体験が良いと

考え、施設の壁紙を職人さんと一緒に張り替え

る作業に取り組むという企画が実現しました。

職人の技を間近で見られることも、自分たちの

空間を自ら手を動かして壁紙を張り替える作業

も、子どもたちにとってとても新鮮だったよう

で、仕事に興味を示してくれる子どもたちもい
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ました。こうした体験が、自分の将来を思い描

きその実現をイメージするきっかけになると感

じました。

この企画が特徴的だったのは、経営者団体と

の協働の取り組みとして実現したことにありま

す。春闘の時期際に毎年意見交換を行っている

愛知県中小企業団体中央会との長年の関係性か

ら、一緒に社会貢献活動に取り組むことになり

ました。壁紙や道具の提供、職人さんの派遣な

ど非常に積極的に協力してくださり、結果的に

連合愛知単独で行うよりもはるかに質の高い社

会貢献を実施することができました。

経営者の皆さんは地域に貢献したいという思

いを強く持っていらっしゃいます。私たち連合

愛知は地域で困っている人の情報をもっていま

す。お互いを地域でつなぎコラボレーションを

実現していく。その可能性と広がりの大きさに

気づかされました。また、取り組みを地域のメ

ディアに取り上げていただくことが、協働し

た企業や団体の取り組みを PR することにもな

り、関心を持つ人たちとの接点をさらに増やし

ていくことにつながります。

今回のようなプロジェクトは、連合本部がす

すめる「社会対話」としてこれまで地域の関係

団体と少しずつ信頼を培ってきたからこそ芽が

出始めていると思います。社会対話から助言を

得たり私たちが取り組むべき課題を見出したり

したことで、そこに共感してくれる良いパート

ナーに巡り会え、これまでにない、新しい活動

が実現したのだと思います。

―�こうした活動の実践においては、連合愛知

内にも多くの協力者が必要ではないかと思

います。

連合愛知の社会貢献活動は、社会運動局長を

1 人配置し、構成組織の代表者が参画する社会

運動委員会の中で議論しています。施設や団体

へのヒアリングや連携を行う際の調整、イベン

トの企画は局長が担っています。ここあファー

ムイベントには、社会運動委員会の委員の皆さ

んもお手伝いに来てくださいます。想いがなけ

ればできませんが、想いだけでもできませんの

で、共感を得ながら具体的に実現していける方

法を工夫していく必要があると思っています。

それは、構成組織に対しても同じです。先日

執行委員会で、児童養護施設における職業体験

の活動報告をした後、とある執行委員がこんな

発言をしてくださいました。ご自身で児童養

護施設を支援した経験があり、「子どもたちが

働くイメージを持てるような機会を労働組合が

サポートすることは、将来の労働者を育ててい

くとても大事な活動だと思う」と。すると、参

加していた他の執行委員たちにこの取り組みへ

の理解が一気に広がったのです。連合愛知が行

っている活動の目的や重要性について、ちゃん

と伝えきれていなかったことを反省するととも

に、連合愛知の活動を一番支えてくださってい

る構成組織の仲間の皆さんにも共感していただ

くことに努力する重要性を痛感しました。

４．社会貢献活動の可能性と今後の展望
―�最後に、社会貢献活動を実施するにあたっ

て大切にされていることや、今後の展望に

ついてお聞かせください。

これまでの「ここあファーム」事業を通じて、

「ここあファーム」が地域活性化にも貢献でき

る可能性があることがわかりました。とくに「こ

こあファーム Hazu」のある三河湾地域では人

口減少の課題を抱えており、連合愛知の畑がで

きたことが地域の方から非常に歓迎されている

ということを西尾市長から聞きました。

「ここあファーム」を中心として、地域の人
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と交流したり、地元のイベントや美味しいもの

を組合員に発信したりすることで、訪れる人を

増やしたいと考えています。最高に素敵な場所

なので、皆さんもぜひ一度お立ち寄りください。

各地域には、「その地域だからこそ抱える課

題」があります。地域の役に立ち地域から共感

を得るためには、その課題を把握した上で、限

られた資金や人手の中で、「本当にやってほし

い」と思われていることを、知恵を絞って実行

することが重要です。私たちの人財である組合

役員や組合員だけでなく、多様な協力者を得て

いくこと、単に活動を継続するのではなく、工

夫を凝らしたりすることが求められます。

活動にあたって繰り返し問いかけることは、

今風の言葉をつかうとするならば「本当にその

活動は“刺さっている”のか？」ということで

す。ずれたことをやっても共感にはつながりま

せん。求められていることと私たちがやるべき

ことを明確にすることで、時代に応じた“刺さ

る”活動に取り組んでいきたいと思います。

組織概要
構成組織：42 産業別労働組合、11 地域協議会

組合員数：60 万人（2026 年 1 月現在）

結　　成：1989 年 11 月 28 日

URL https://www.rengo-aichi.or.jp/

（インタビュー日：2025 年 11 月 18 日）

1 連合愛知「2025『連合愛知助け合い運動』ご協力のお願い」

2  前出のフードパントリーでは、「ここあファーム」の野菜は金山駅で、「ここあファーム Hazu」の野菜は
豊橋駅で提供されている。

注釈

このインタビュー連載は、2024 年 5/6 月号よりスタートしました。地方連合会の連帯活動は、組織（地域）ごと
に特色があり、多様な活動が展開されています。この活動に光をあて、地域の運動がどのように紡がれてきたのか、
また、これからどのように展開していくのか、インタビューをつうじて（再）発見できればと考えています。
本インタビューの中間報告を、2026 年 4 月号に掲載しています。あわせてぜひご覧ください。
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　当研究所は、様々なテーマで、多くの労働組合が参加する共同調査を実施しており、その知見は、
本誌でも紹介している。現在行っている主な共同調査、および知見の掲載号は以下のとおりである。
興味のあるものがあれば、ぜひお読みいただきたい。

◆第 30 回共同調査 ＯＮ・Ｉ・ＯＮ２
組合員自身が職場内外の問題に自ら関与し、解決するために、労働組合を「参加関与型の組織」へと再
生させる共同調査プロジェクトである。「参加関与意識」と「働きがい」を調査の柱としている。1991 年
の発信以来、趣旨に賛同する多くの労働組合の参画を得て、わが国最大級の共同研究事業に成長している。
（460組織・250 万人）

⇒掲載号

1059 号（2016 年 4 月号）「ワーク・モティベーション研究－ 2015 年の知見」

リーマンショック前後のデータを分析し、前後どちらにおいても、日本型の企業文化や制度施策の多く
は従業員の内発性を上げる方向性を持っている効果が確認された。このほか、ワーク・モティベーショ
ンの属性別傾向や、組織レベルでのワーク・モティベーションの規定因についても分析している。

1121 号（2022 年 7 月号）「コロナ前後の組合員の意識の変化」

最近のON・I・ON2 の動向、コロナ前後の組合への積極的関与と活動評価の変化、および組合員の働き
がいの変化についてまとめている。

1141 号（2024 年 7 月号）「日本の労働者意識の変遷：30 年間の ON・I・ON2 調査から（前編）」

1142号（2024 年 8 月号）「日本の労働者意識の変遷：30 年間の ON・I・ON2 調査から（後編）」

1990 年代～ 2020 年代のデータを用い、組合員の意識や働きがいの変遷について総合的に分析している。

◆第 49 回共同調査「企業の制度・施策に関する組織調査」
人事制度をはじめ、福利厚生制度から社員旅行など、企業のあらゆる制度・施策をデータベース化し、
意識調査データと結び付けて分析を行っている。2015 年に立ち上げられ、データの蓄積を図っている。
⇒掲載号

1080 号（2018 年 5/6 月号）「企業制度・施策に関する組織調査」－ 2017 年の知見

企業制度・施策と組合員のモティベーションについて、知見をまとめている。また、女性が活躍する企業・
組織における労働組合員の関与、日本企業における賃金制度分類の考察についても掲載している。

◆政治意識調査
主要な国政選挙の際に実施し、投票行動、政治や社会に対する意識、働きかけなどの政治活動の取り組
み等を分析している。「組合の政治活動をどうしていけばよいか」を提言する調査を目指している。
⇒掲載号

1123 号（2022 年 9 月号）

2021 年衆院選後に実施した共同調査（第 54回共同調査）の報告。

1135 号（2023 年 11/12 月号）

2022 年参院選後に実施した共同調査（第 55回共同調査）の報告。

1156 号（2026 年 1/2 月号）

2024 年衆院選後に実施した共同調査（第 57 回共同調査）の報告。
※第 56回共同調査は、2025 年参院選前後に実施した共同調査であり、現在分析中である。

共同調査および掲載号のご案内
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年  月

生　産
指　数

（鉱工業）

生産者
製品在庫
率指数

（鉱工業）

稼働率
指　数
製造（工業）

機　械
受　注
船舶・電力（除く民需）

工　作
機　械
受　注
総　額

建築着工
総　 計

（床面積）

企業倒産
負債総額（千万以上）

貿 易 統 計

輸 出 輸 入 差 引

2020＝100 2020＝100 2020＝100 億　円 100万円 1000㎡ 件　数 百 万 円
2022 105.3 96.6 108.1 107,418 1,759,601 119,466 6,428 98,173,612 118,503,153 -20,329,541
2023 103.9 104 107 103,550 1,486,519 111,214 8,690 100,873,049 110,395,119 -9,522,070
2024 101.2 106.4 101.4 106,734 1,485,109 102,764 10006 107,087,511 112,715,961 -5,628,450

2025.1 101.9 106.7 102.1 8,579 116,146 6,980 840 7,864,845 10,623,511 −2,758,666 
2 102.0 104.5 103.2 8,947 118,198 8,076 764 9,190,138 8,604,648 585,490 
3 101.4 107.0 101.5 10,107 151,011 10,657 853 9,852,601 9,298,322 524,279 
4 100.5 106.8 102.4 9,190 130,214 8,461 828 9,157,173 9,285,527 −128,354 
5 101.8 106.0 102.5 9,135 128,718 6,998 857 8,134,507 8,776,981 −642,474 
6 101.5 106.5 103.1 9,412 133,163 7,400 848 9,162,654 9,015,017 147,637 
7 100.5 106.8 102.2 8,980 128,357 7,570 961 9,359,467 9,482,683 −123,216 
8 99.2 108.4 101.5 8,900 120,172 7,352 805 8,425,802 8,675,967 −250,165 
9 101.0 106.7 102.8 9,278 139,146 8,539 873 9,413,260 9,655,712 −242,452 

10 101.6 104.8 105.5 9,929 143,456 8,775 965 9,766,218 9,998,323 −232,105 
11 99.6 104.7 101.6 8,839 137,005 7,220 778 9,709,494 9,398,374 311,120 
12 100.2 106.1 102.1 10,400 158,643 7,825 928 10,407,694 10,312,945 94,749 

2026.1 104.5 101.2 105.1 9,824 145,579 7,000 887 9,185,076 10,350,880 −1,165,804 
前月比(%) 4.3 −4.6 2.9 −5.5 −8.2 −10.5 −4.4 −11.7 0.4 −1330.4

前年同月比(%) 2.6 −5.2 2.9 14.5 25.3 0.3 5.6 16.8 −2.6 −57.7

資 料 出 所 経 済 産 業 省
内閣府

機械受注統計調査
日本工作
機械工業会

国土交通省
建築着工統計調査

東京商工
リサーチ

財　務　省
貿 易 統 計

年  月

労働力人口 職業紹介 税込現金
給与総額

実質賃金
指　　数

総実労
働時間

（全産業）

消費者物価指数
C.P.I

全国勤労者世帯家計
収支（168都市町村）雇　用

労働者
完　全
失業者

月　間
有　効
求人数

有効求人
倍　率 （全産業）（全産業） 東京都

区　部
全国167
都市町村 実収入 実支出

万  人 万  人 千  人 倍 円 2020＝100 時 間 2020＝100 円 円
2022 6,041 179 2,474 1.31 326,308 98.8 136.4 102.2 102.3 617,654 437,368
2023 6,076 178 2,496 1.31 329,778 97.1 136.3 105.4 105.6 608,182 432,269
2024 6,123 176 2,413 1.25 347,994 99.3 136.9 107.9 108.5 636,155 438,723

2025.1 6,163 163 2,425 1.26 292,468 81.2 128.5 109.7 111.2 514,877 426,245
2 6,152 165 2,455 1.24 288,697 80.5 130.8 110.1 110.8 571,993 411,625
3 6,138 180 2,445 1.26 309,059 85.9 132.7 110.7 111.1 524,343 481,124
4 6,151 188 2,362 1.26 301,698 83.5 139.5 111.1 111.5 589,528 477,190
5 6,174 183 2,313 1.24 301,592 83.1 134.5 110.9 111.8 522,318 472,471
6 6,205 176 2,291 1.22 514,106 141.9 139.6 111.0 111.7 976,268 523,182
7 6,197 169 2,299 1.22 416,744 114.0 141.8 111.2 111.9 701,283 480,479
8 6,174 182 2,251 1.20 299,955 82.5 129.1 110.7 112.1 608,578 449,364
9 6,201 184 2,277 1.20 297,787 81.9 134.5 111.8 112.0 510,935 436,737

10 6,214 183 2,309 1.18 299,801 81.9 140.3 112.2 112.8 599,845 439,851
11 6,227 171 2,260 1.18 313,531 85.3 134.8 111.9 113.2 519,304 444,150
12 6,227 166 2,264 1.19 632,196 172.2 134.6 111.9 113.1 1,207,545 571,265

2026.1 6,185 179 2,294 1.18 299,768 81.8 128.3 111.4 112.9 530,520 432,598
前月比(%) −0.7 7.8 1.3 −0.8 −52.6 −52.5 −4.7 −0.4 −0.2 −56.1 −24.3 

前年同月比(%) 0.4 9.8 −5.4 −6.3 2.5 0.7 −0.2 1.5 1.5 3.0 1.5

資 料 出 所
総　務　省
労働力調査

厚　生　労　働　省
総　務　省

総　務　省
家 計 調 査職業安定業務統計 毎月勤労統計調査

p：速報値（preliminary）     r：訂正値（revised）
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Project News
研究プロジェクト概要と各回のテーマ・報告者

主査：八木　隆一郎（専務理事・統括研究員）

　「働きがい」はＯＮ・Ｉ・ＯＮ２調査のテーマの１つであり、これまで研究所は調査結果を用いて労働組合活動の重要な柱の１つであ
る「働きがいのある職場」づくりに向けた提言活動などの支援を行ってきたが、より充実した支援を行うためには最新の学術的な働き
がい研究を継続的に積み重ねていくことが重要である。これまでにワーク・モティベーションに関わる意識データベースを構築し、企業
業績との関係についての研究およびその成果の公表等を進めてきた。今後は企業制度・施策の実態および組合員の意識に与え
る影響を明らかにしていく。研究結果は、「第49回共同調査企業制度・施策に関する組織調査」として発信している。

2023年9月4日
「WM研究会実施企業のDX推進に関する一考察
 ―― RPA導入推進と心理的安全性の関係に着目して――」
西村　知晃　氏（九州国際大学現代ビジネス学部　准教授）

「コロナ禍における学生の孤独感・孤立感について」
杉浦　仁美　氏（近畿大学 経営学部 キャリア・マネジメント学科 講師）

2024年1月25日
「ワーク・エンゲイジメントと働きがいの関係 追加調査の結果」
山下　京　氏（近畿大学経営学部 准教授、国際経済労働研究所 研究員）

「若年者の勤続意志の推移～若年者は勤続意志が低下しているのか？」
向井　有理子　氏（国際経済労働研究所 研究員）

2024年9月13日
「1990年代から2020年代の労働組合員意識の変遷」
向井　有理子　氏・阿部　晋吾　氏（国際経済労働研究所　研究員）

「1990年代から2020年代の働きがいの変遷」
坪井　翔　氏・阿部　晋吾　氏（国際経済労働研究所　研究員）

2022年10月3日
「研究会発足基調報告」
新川　敏光　氏（法政大学教授、京都大学名誉教授）

2023年3月1日
「資本主義、気候変動、そして経済成長」
諸富　徹　氏（京都大学大学院経済学研究科　教授）

2023年5月11日
「社会運動への視点から労働運動・労働組合運動を考える」
富永　京子　氏（立命館大学准教授）

2023年8月29日
「貧困の現場から社会を変える～生活困窮者支援の現場から～」
稲葉　剛　氏（（一社）つくろい東京ファンド代表理事、認定NPO法人
ビッグイシュー基金共同代表、立教大学大学院客員教授）

2025年1月29日
「大阪企業の働きがいについて」
本間　利通　氏（大阪経済大学経営学部　教授）

「職場におけるジェンダー平等の実現に向けて―第三者介入の促進ま
たは阻害要因―」
鈴木　文子　氏（国際経済労働研究所　研究員）

2025年9月11日、11月6日
「第49回共同調査　企業制度・施策に関する組織調査　項目削減に
向けた分析結果の報告」
坪井　翔　氏（国際経済労働研究所　研究員）

2026年１月22日
「本社所在地の違いが施策認識とモチベーションに及ぼす影響(準備編)」
本間　利通　氏（大阪経済大学経営学部　教授）

「人間関係の都鄙差による満足度や働きがい、幸福感への影響」
向井　有理子　氏（国際経済労働研究所　研究員）

2024年1月23日
「公正な社会とは何か
一人新世の時代に、ケイパビリティ・アプローチから考える」
神島　裕子　氏（立命館大学総合心理学部　教授）

2024年6月14日
「現代日本における移民と移民政策の現状と課題」
髙谷　幸　氏（東京大学准教授）

2024年9月11日
「2024年アメリカ大統領選挙とその影響」
西山　隆行　氏（成蹊大学法学部教授）

2024年11月1日
「『民主主義の危機』と成熟社会における労働組合の役割」
山崎　望　氏（中央大学法学部教授）

「ポピュリズム時代の政治変容：『中抜き』と『分極化』」
水島　治郎　氏（千葉大学大学院社会科学研究院教授）

内　容

内　容

内　容

主査：新川　敏光（元理事）

　産別組織11組織が参加し、2022年より開始した。労働政策の理論的・思想的基礎について理解を深め、政策形成・発信
能力を高めることを目的とする。政治学、公共政策学、政治哲学などの研究者を講演者に迎え、研究者と労働組合がともに学ぶ
とともに、その時代において求められる政策やビジョンについて討議・外部発信する場を形成する。本研究PJは全8回をもって
終了している。

主査：八木　隆一郎（専務理事・統括研究員）

　労働組合の組織構成や活動の方法、運営状況の実態について、上部団体等が限定的にまとめているもののほかに体系的にまと
められたものはない。また、これらの機能性についても、個々の組織が時々の時代背景や労使関係、執行部の経験則で運営を担っ
てきたといえる。本研究PJでは、このような“労働組合組織と活動の機能”を整理・検証し、得られた知見を各組織のより活発な運
動推進に活かすことを志向している。2017年以降、基礎的な情報収集と協力組織のオルグ、情報・宣伝に特化したパイロット調査を
おこなった。2023年度には共同調査（第52回共同調査）として第一弾の発信をおこなった（教育、労使交渉、組織内活動の領域）。
2025年度は、第二弾として、フェイス、労使関係、政治・政策、社会的活動についての調査を実施。

2024年7月
調査結果報告書（教育領域）

2024年8月
調査結果報告書（情報宣伝領域、組織内活動領域）

2024年11月26日
「フェイス・教育領域　意見交換会」
結果報告：依藤　佳世　氏、鈴木　文子　氏

（国際経済労働研究所　研究員）

2024年12月26日
「情報宣伝領域・組織内活動領域　意見交換会」
結果報告：向井　有理子　氏、鈴木　文子　氏

（国際経済労働研究所　研究員）
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Information

編集後記
2019 年から続いてきた「産別トップに聞く」。今年

は 2 回目となるアンケートの年であり、編集委員会や情

報公開委員会での議論を反映して内容を決定しまし

た。春闘や組織化など、労組の要ともいえる取り組み

について産別トップの方々の意見をうかがうことができ、

これからの運動にとっても重要な情報となるのではない

かと思います。お忙しい中ご対応いただいた皆様に改

めてお礼申し上げます。（S）

次号予告

ON・I・ON2 入門セミナー追加開催決定のお知らせ

日　時：2026 年 7 月 29 日（水）13：30 ～ 16：30
会　場：名古屋・ウインクあいち
講　師：八木 隆一郎（国際経済労働研究所 専務理事・統括研究員）
時　間：13：30 ～ 17：00
内　容：集団のメカニズムを扱う社会心理学の視点から、組合員の意識の現状を解説。労働組合の向かうべき方向性を提言。
※ 詳細は、研究所 HP をご覧ください。

D&I 出張セミナー

　ダイバーシティ & インクルージョン（D&I）の推進は、会社の人材確保や事業の活性化による収益拡大のためだけでしょうか ?
D&I に関する現状の問題点を見つめながら、労働組合だからこそできることは何か、ともに考えましょう！

▼講師：鈴木文子（国際経済労働研究所研究員）

▼内容
　入門編 A）ジェンダー　　B）セクシュアリティ 応用編「労働組合の“コンシャスルート”を考える」
　　時　間：各 90 分（話題提供 60 分＋ワーク 30 分） 　時　間：120 分（話題提供 70 分＋ワーク 50 分）
　　費　用：88,000（税込）円＋講師交通費 　費　用：110,000（税込）円＋講師交通費

（1 講座からの受講も可能です）

第61 期総会開催

SRC 研修コースのご案内

特集：労働組合のジェンダー平等
寄稿者（順不同）

本田 一成︵武庫川女子大学教授）
櫻井 純理（立命館大学教授）
萩原 久美子（桃山学院大学教授）
鈴木 文子（国際経済労働研究所研究員）
国際経済労働研究所ダイバーシティ・アクト研究チーム

Discover－地方連合会の連帯活動
連合奈良

▼日時：希望日にてご対応

▼会場：対面・オンライン（Zoom）のいずれか

▼内容： 組合の政治活動の意義を解説し、組合員に
働きかける際の対話のポイントを学ぶ。

▼所要時間：90 分程度
（講演 60 分以内、質疑応答込み 90 分以内）

▼費用：105,000 円（税込 115,500 円）

労働組合新任役員向けセミナー
「組合政治活動のWhy ？とHow ？－なぜ組合が政治活動をするのか－」

2026年6月19日（金）、大阪府立労働センター南ホールにて、国際経済労働研究所第61期総会を開催しました。

総会には正会員83名が参加し、議案はすべて承認・可決されました。総会に続き、正会員の皆さんとともに玄田有史

先生の講演および対談を拝聴しました。その後は、非会員の方々も多数参加して、労働調査運動交流会（運動会）

を開催。二次会も含め、大変盛り上がりました。内容については、改めて本誌で紹介予定です。

昨年から、総会の資料（議案書等）は、研究所HPの「会員専用ページ」からダウンロード可能となっています。

こちらもぜひご利用ください。
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